










はじめに

近年、わが国においては、産業形態、社会状況が大きく変化し、家庭においては、核家族

化が進行し、また、少子化の進展と共に出生数も大きく減少している。その結果、母性、

父性の形成に重要な時期である思春期にある青少年が、家庭や地域社会において実際に乳

幼児に接触する機会が少なくなっている。そこで和歌山県では、昭和 61 年度に、思春期

における健康教育の効果的な在り方を検討するため、地域保健担当者及び学校保健担当者

からなる思春期母子保健研究会を設置し、和歌山県古座保健所管内の県立古座高校の学生

を対象として、性行動及び知識等に関するアンケート調査を実施した。その結果、思春期

母子保健の現状が、子どもたちの精神的、身体的発達の変化に十分対応できていない実情

が浮き彫りにされた。そこで、昭和 63 年度から、性に関する知識の普及また、思春期に

おける母性・父性の健全な育成を図ることを目的とした健康教育の手段として、古座保健

所と古座高校が共同して実施する、思春期体験学習をスタートさせた。体験学習は、古座

高校の 3年生全員を対象とし、事前の学習会と、古座保健所で実施する 4ヵ月健診への参

加から構成されている。当日の実施内容については、図 1に示した。

その後、平成 2年度から 5年度まで体験学習の効果を判定するために、元高校生が集まり

やすい成人式を利用したアンケート調査(二十歳のアンケート)を実施し、各種学会等にお

いてその結果を報告してきた。さらに、平成 6年度は、思春期体験学習の評価に関する研

究の全国調査に参加し、昭和 63 年度から平成 5 年度までの古座高校の卒業生に対して、

思春期体験学習の長期的効果についてのアンケート(長期的効呆アンケート)を実施した。

全国調査の総合的な評価については、広島大学班により別に報告があるので、当研究にお

いては、和歌山県が独自に行ってきた二十歳のアンケート調査の中の直近の 2年間である

平成 4年度と平成 5年度の集計結果と、本年度実施した長期的効果アンケートの和歌山県

分の調査結果の比較を行うとともに、両アンケートの質間項目の妥当性、信頼性について

検討を行った。


